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事業内職業能力開発計画の作成要領
1．基本方針
1-1.経営理念
・企業活動を通じて何をなすべきか。
・企業活動を通じて何をしたいか。等を述べる。
1-2.経営方針
(経営理念を基にした、経営の目標,展望等を述べる。
,

例１．○○○、○○○により、社会の発展に寄与する。
　　　そのために、□□、□□の向上、△△、△△、△△の徹底に努める。

例2.会社の社会的責務を果たすため、○○○する。
口口口の商品を提供し、社会に△△をもたらす。
1-3.人材育成の基本的方針・目標
(経営理念・経営方針を実現するために必要な人材育成のための方針・目標・施策等を定める。)

例1.事業内職業能力開発計画に基づき、全社員が公平に能力開発できる機会を与える。
会社組織内の自己の役割を理解・自覚し、積極的行動をする自律型人材の育成を目指す。

例２.基本方針「企業の育成は人材の育成にあるJを基本に社員の資質向上に努める。
①配転時の受入教育
②OJT・職場研修会
③業務処理能力の育成と自己啓発意欲への動機付け
④会社が必要とする資格取得の全面支援、
⑤自己啓発推進のための参考書、休日付与などの支援
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２．雇用管理の方針

(2-1　採用・配置・賃金・昇級・昇格等の、従業員の配置に関わる基本的な方針を述べる。)

(2-2　方針に基づく施策の制度や組織の整備による、雇用管理の具体的な内容を記述する。)
事例1

2-1従業員の配置に関わる基本的な方針
企業の活性化を推進するために、社員各自が能力・特性を十分発揮し、企業に対する貢献
意欲を持、自己啓発を行う働きがい・生きがいのある企業環境づくりを目指す。
そのために

①自己申告に基づく社員各自の能力・技能の把握と、その能力・技能が発揮できる
適切な配置を行う。
②業績に基づく適正な評価と処遇を行う。
2-2従業員のキャリア形成に即した配置等雇用管理の具体的な内容

業績評価、執務態度評価、能力評価については、透明性を持って判断基準に能力開発をすえ、人事考課、昇進、昇格の判断材料とし、配置にも配慮する。
事例2

2-1従業員の配置に関わる基本的な方針
職務遂行に必要な能力、資格を定め、経験を加味した上で構成かつ適切な運用によって
勤務秩序、職業能力の保持および経営効率の向上を図る。
2-2従業員のキャリア形成に即した配置等雇用管理の具体的な内容
①職務遂行に必要な専門知識・技能・能力を有する人材を各職域に配置する。
②管理者においては、専門知識、技能のほかマネージメントする能力と相当の経験を有す
る人材を配置する。
③人事考課において、職務遂行に必要な専門知識、技能、能力ならびに個人資質を評価し
人事面の任用の運営に反映する。
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3．各職務に必要な職業能力の明確化
(3-1各部署の各職務の範囲・難易度・責任の度合い)

(3-2各部署の職務遂行に必要な能力要件)

事例1

3-1各部署の各職務の範囲・難易度・責任の度合い
　　各職位に必要な能か技術・知識の基準
	制定職位
	能力・経験度合等の基準
	国家免許

	部長
	人格識見に優れ、相当の経験・判断を有し、経営的見地から部を統括
管理できる能力を有する者。
	一級
健築)

(土木)

(舎甫
装)

(他)

	次長
	人格識見に優れ、相当の経験・判断を有し、経営的見地から上席を代行
し、部を統括管理できる能力を有する者。
	

	課長
	人格識見に優れ、相当の経験・判断を有し、担当する業務(工事)を
管理できる能力を有する者。
	

	課長代理
	相当の経験・技能を有し、相当する業務(工事)を監督できる能力を
有する者。
	二級
(同上)

	係長・主任
	相当の経験・技能を有し、相当する業務(工事)を責任もって遂行で
きる能力を有する者。
	

	一般
	相当する業務を責任もって遂行できる能力を有する者。
	


3-2各部署の職務遂行に必要な能力要件
別紙1「職務に必要な職務能力に関する事項(職能要件等)」による。
事例2

3-1各部署の各職務の範囲・難易度・責任の度合い

「職務評価基準」による。(「事業内職業能力開発計画の手引き」pl8引用)

3-2各部署の職務遂行に必要な能力要件
「部門別評価基準」による。(「事業内職業能力開発計画の手引き」pl9引用)
「各部署の職務遂行に必要な能力要件」に関しては、雇用・能力開発機構で開発した、SuccessPro.1
(生涯職業能力開発支援システム)を利用して各企業用に職種別」能力要件を生成できる。
建設業、各種製品製造業、各種サービス業など多くの業種で利用できる。

当協会の職業能力開発サービスセンターでも各企業の職種別能力要件作成を支援している。
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4．従業員のキャリア形成を支援するための事業主が行う教育訓練

事例1
別紙２「教育訓練体系」による。
事例2
別表Ⅲ「教育訓練（体系図）」による。
教育訓練体系図の作成について

3-2各部署の職務遂行に必要な能力要件に基づいた教育訓練の体系を作成する。

一般に、「階層別Jと「職務(部門)別」の教育訓練を主体として作成し、必要に応じその他の

教育訓練を追加する。
「階層別Jの教育訓練

新人、一般職、監督者層、管理者層、経営者層など、対象者が階層別の教育訓練

事務系(営業、購買、経理、総務等)

技術系(製造、開発、品質管理等)

技能系
等の職能別の教育訓練
「目的別・課題別」教育訓練

安全衛生、品質管理、環境管理等の教育訓練

自己啓発:各種通信教育・講座等
別紙1　　職務に必要な職務能力に関する事項(職能要件等)

	分野
	レベル　
職務
	新入若手社員
	中堅社員層
	監督者・管理者層

	
	
	渉外実務(補助)
	渉外実務
	渉外運営管理

	
	
	来訪者受付
	文書作成・管理(指名参加願含む
	事務処理の効率化

	
	
	郵便物等の受発信
	社内規定の管理
	広報計画策定

	
	庶務・渉外実務
	電話応対
備品・用度品管理
	情報機器管理
行事の企画
	行事の運営
秘書業務

	
	
	会議の準備
	秘書業務
	業務改善の施策

	
	
	文書作成
	慶弔対応
	

	
	
	
	贈答対応
	

	総務・経理
	
	実務(補助)
	実務
	政策・企画


	
	人事・労務管理
	採用活動
入社手続き
	採用実務
退職・解雇の手続き
	採用計画策定
人事戦略の立案

	
	
	(雇用管理・保険の手続き)
	
	人員諸政策の企画運営

	
	
	会計帳簿実務(補助)
	財務会計実務
	財務税務管理

	
	財務・税務会計
	請求書・伝票の仕訳
台帳整理
	会計処理(給与計算)

契約書類作成・管理
	決済
課税申告書の作成

	
	
	現預金取引の出納
	購買業務
	購買業務の管理


	
	
	営業計画実務(補助)
	営業計画実務
	営業計画推進

	営業
	営　業　管　理
	営業計画立案と策定補助
	市揚調査と分析
	入札出席

	
	
	マーケティング調査の補助
	現場説明会出席
	役所あいさつ周り

	
	
	施工管理(補助)
	工程計画
	工程計画・管理

	土木
建築
	現　場　管　埋
	測定機器及び設備の管理
受入・工程内棟査(補助)

現場代理人(補助)
	安全管理
受入・工程内検査
建築図面作成
	施工管理及び品質管理
竣工検査立ち会い
環境保全対策の策定及び管理

	
	
	工事書類作成(補助)
	工事書類作成
	購買業務

	
	
	オフィス内の機器及び設備管理
	リース・レンタル物件管理
	固定資産の管理運用

	全体
	施　設　管　理
	
	警備・保全・防災に関する管理
	警備・保全・防災に関する企画


別紙2　　教育訓練体系　　　事業内職業能力開発計画作成の手引き　20頁　引用
	区
	
	職能別教育
	安全教育講習
	自己啓発

	分
	階層別教育
	事務・営業・技術
	技能講習
	
	

	新
	新入社員研修
	新入社員OA研修
	2級土木施工管理講習
	地山掘削
	
	

	入
	
	ビジネスマナー研修
	危険物取扱者(甲・乙・丙)講習
	
	
	

	若
	
	3級建設業経理事務講習
	甲・乙種火薬類講習
	土止め支保工
	
	

	手
	
	
	大型運転免許講習
	型わく支保工
	
	

	社
	
	
	大型特殊運転免許講習
	
	足場の組立て能力向上
	

	員
	
	
	牽引運転免許講習
	鉄骨の組立等
	
	

	層
	
	
	
	足場組立て
	
	

	
	中堅社員研修
	
	
	車両系
	車両系業務従事者安全
	

	
	
	2級建設業経理事務講習
	測量士補講習
	玉掛け
	
	

	中
	
	
	
	小型移動式クレーン
	玉掛業務従事者安全
	

	堅
	
	
	2級建築士講習
	クレ-ン運転
	
	

	社
	
	
	2級造園施工管理講習
	ローラー運転
	
	

	員
	
	
	2級管工事施工管理講習
	不整地運搬車
	
	

	層
	
	1級建設業経理事務講習
	
	ウインチ運転
	クレーン運転業務
	

	
	
	
	測量士講習
	コンクリート破砕
	
	

	
	
	
	
	コンクリート構造物解体
	
	

	
	管理監督者研修
	行政書士講習
	1級土木施工管理研修
1級土木施工管理講習
	コンクリート橋架設
下水道排水工事
	
	

	監
	
	衛生管理者講習
	1級建築施工管理講習
	下水道技術検定
	
	

	督
者

	管理者研修
	
	1級造園施工管理講習
	統括安全責任者
アーク溶接
	
	

	
	
	
	
	ガス溶接
	
	

	管
理
	経営幹部研修
	
	1級管工事施工管理講習
	第2種酸素欠乏危険
	
	

	者
	
	
	
	酸率欠乏危険作業
	
	

	層
	
	
	宅地建物取引主任者研修
	高所作業車運転
	
	

	
	
	
	
	電気保安責任者
	
	

	
	
	
	1級建築士講習
	
	
	



	職務分類
	職務内容
	J-1
	J-2
	S-3
	S-4

	
	
	レベル
	知識・能力
	レベル
	知識・能力
	レベル
	知識・能力
	レベル
	知識・能力

	顧
客
対
応
	顧客窓口の対応
	
	
	○
	顧客対応での受け答えができる
	○
	顧客の担当者と対等に話ができる
	○
	全ての内容に対応できる

	
	見積書の作成
	
	
	
	
	○
	顧客図面が理解でき工数計算ができ、
見積書が作成できる
	○
	計算内容の妥当性が判断できる

	
	顧客棚卸
	
	
	○
	部品形式と部品表を照合できる
	
	
	○
	リストの照査ができる

	工
程
管
理
	受注
	
	
	
	
	○
	工程への投入の状況が判断できる
	○
	リードタイムによる生産計画が立てられる

	
	生産計画の立案
	
	
	○
	受注状況が把握できる
	○
	負荷状況が把握できる
	○
	生産進捗が把握できる

	
	
	
	
	
	
	
	生産能力が把握できる
	
	客先と生産調整の交渉ができる

	
	
	
	
	
	
	
	生産工数が把握できる
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	負荷の平準化ができる
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	修正計画案が立案できる
	
	

	
	現場作業
	○
	部品形状と部品形式の把握ができる
	○
	実装図面が作成できる
	
	
	
	

	
	
	
	実装図面がよめる
	
	技能認定資格を有している
	
	
	
	

	
	
	
	工程票・検査シートの記入ができる
	
	マシンオペレータができる
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	チップ部品の段取ができる
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	マシントラブルを解除できる
	
	!
	
	

	
	
	
	
	
	マシンプログラムの作成ができる
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	生産計画に基づいた作業ができる
	
	
	
	

	
	納品

	
	
	○
	出荷許可の決断ができる
	
	
	○
	納品書の妥当性が判断できる

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	梱包要領書に基づいた作業ができる
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	納品手順を把握している
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	納品書が作成できる
	
	
	
	

	材
料
管
理
	支給品の受入
	○
	支給品の照合ができる
	○
	支給品を工程へ仕分けができる
	
	
	
	

	
	
	
	支給品の格納ができる
	
	支給品記録の記入ができる
	
	
	
	

	
	欠品・不具合品の処理
	
	
	○
	欠品・不具合品の処理連絡書の作成ができる
	
	
	○
	欠品・不具合品の処理連絡書の理解ができる

	
	
	
	
	
	欠品・不具合品の督促ができる
	
	
	
	

	
	社内棚卸
	
	
	○
	部品知識が有り数量が確認できる
	○
	生産仕掛かり状況が把握できる
	○
	棚卸し状況の把握ができる

	
	
	
	
	
	
	
	製品単価の確認ができる
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	部品単価の確認ができる
	
	

	設
備
管
理
	設備点検
	○
	日常点検がリストに基づいて点検できる
	○
	日常点検がリストに基づいて点検できる
	○
	定期点検がリストに基づいて点検できる
	○
	設備点検リストの確認ができる

	
	
	
	
	
	設備異常が判断でき報告ができる
	
	設備異常時の処理方法が判断できる
	
	

	改
善
活
動
	方針展開実行計画と

報告書の作成
	○
	方針展開の内容が理解し改善提案がだせる
	○
	方針展開の内容を理解し改善
提案がだせる
	○
	課のテーマに沿って実行ができる
	○
	課のテーマを立案でき部下に指示ができる

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	テーマに沿った進捗状況が把握できる

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	実施状況をまとめて報告できる

	
	
	
	
	
	改善能力がある
	
	
	
	

	品
質
管
理
	品質改善の実施
	○
	品質記録類の記入ができる
	○
	品質記録類の作成及び記入ができる
	○
	品質ﾃﾞｰﾀが分析でき品質月報の作成ができる
	○
	品質記録類の照査ができる

	
	
	
	
	
	品質データの収集ができグラフに落とせる
	
	不具合品の分析ができ対策が打てる
	
	M/R資料の作成ができる

	
	
	
	
	
	
	
	内部品質監査の是正処置ができる
	
	内部品質監査の是正処置ができる


資料３





ビジネス・キャリアップ制度　通信研修





「部門別評価基準」の具体例（事業内職業能力開発計画作成の手引き　19頁　引用
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